
貸 借 対 照 表 
（平成 20 年  2 月 29 日現在） 

 

 

  （単位：百万円）

科   目 金  額 科   目 金  額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産  ( 14,274 ) 流 動 負 債  ( 24,134 )

 現 金 及 び 預 金   5,794  買 掛 金   7,782

 売 掛 金   75  短 期 借 入 金   8,700

 商 品   6,469  １年内返済予定の長期借入金   3,208

 貯 蔵 品   88  未 払 金   2,068

 前 払 費 用   108  未 払 法 人 税 等   709

 繰 延 税 金 資 産   711  未 払 消 費 税 等   163

 未 収 入 金   1,017  未 払 費 用   7

 そ の 他   8  前 受 金   3

固 定 資 産  ( 71,886 )  預 り 金   29

 有 形 固 定 資 産  ( 64,297 )  前 受 収 益   52

 建 物   16,898  賞 与 引 当 金   702

 構 築 物   583  役 員 賞 与 引 当 金   18

 機 械 及 び 装 置   139  ポ イ ン ト 引 当 金   206

 車 両 運 搬 具   3  商品券回収損失引当金   10

 器 具 及 び 備 品   1,491  そ の 他   470

 土 地   45,162 固 定 負 債  ( 9,390 )

 建 設 仮 勘 定   17  長 期 借 入 金   7,554

 無 形 固 定 資 産  ( 106 )  退 職 給 付 引 当 金   1,197

 借 地 権   68  預 り 敷 金   555

 ソ フ ト ウ ェ ア   2  預 り 保 証 金   82

 そ の 他   35  負 債 合 計   33,524

 投 資 そ の 他 の 資 産  ( 7,482 ) （ 純 資 産 の 部 ）  

 投 資 有 価 証 券   1,613 株 主 資 本  ( 52,354 )

 関 係 会 社 株 式   4,166 資 本 金  ( 8,505 )

 出 資 金   26 資 本 剰 余 金  ( 7,964 )

 長 期 貸 付 金   30 資 本 準 備 金   7,964

 長 期 前 払 費 用   113 利 益 剰 余 金  ( 36,026 )

 繰 延 税 金 資 産   443 利 益 準 備 金   454

 差 入 敷 金   733 そ の 他 利 益 剰 余 金   

 差 入 保 証 金   34  別 途 積 立 金   33,530

 建 設 協 力 金   246  繰 越 利 益 剰 余 金   2,041

 保 険 積 立 金   212 自 己 株 式   ( △142 )

 貸 倒 引 当 金   △139 評 価 ・ 換 算 差 額 等   ( 281 )

    その他有価証券評価差額金   281

  純 資 産 合 計  52,636

資 産 合 計  86,160 負 債 ・ 純 資 産 合 計  86,160

        (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて記載表示しております。 

 

 

 

 

 

 



損 益 計 算 書
自 平成 19 年  3 月  1 日 

至 平成 20 年  2 月 29 日 

 

 

 （単位：百万円）

科         目 金         額 

 売 上 高   128,578

 売 上 原 価   102,177

  売 上 総 利 益   26,401

 営 業 収 入   1,443

  営 業 総 利 益   27,844

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   24,398

  営 業 利 益   3,446

 営 業 外 収 益   

  受 取 利 息 及 び 配 当 金  92  

  そ の 他  165  258

 営 業 外 費 用   

  支 払 利 息  218  

  そ の 他  7  225

  経 常 利 益   3,479

 特 別 利 益   

  固 定 資 産 売 却 益  0  

  保 険 補 填 収 入  39  39

 特 別 損 失   

  固 定 資 産 売 却 損 及 び 除 却 損  12  

  ポ イ ン ト 引 当 金 繰 入 額  211  

  商 品 券 認 識 損  321  

  商品券回収損失引当金繰入額  14  

  火 災 損 失  27  587

 税 引 前 当 期 純 利 益   2,932

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  1,485  

 法 人 税 等 調 整 額  △214  1,270

 当 期 純 利 益   1,662

         (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて記載表示しております。 

 

 

 

 

 

 



株主資本等変動計算書
平成19年  3 月  1 日から 

平成 20 年  2 月 29 日まで 

 

（単位：百万円） 

 株 主 資 本 

 資本剰余金 利益剰余金   
項 目 

  その他利益剰余金 自己株式 

 資本金 
資本準備金 利益準備金

別 途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 
 

株主資本 

合計 

平成 19 年２月 28 日残高  8,505  7,964 454 31,730 2,429  △127 50,956 

事業年度中の変動額   

 別 途 積 立 金 の 積 立  1,800 △1,800  － 

 剰 余 金 の 配 当  △249  △249 

 当 期 純 利 益  1,662  1,662 

 自 己 株 式 の 取 得   △14 △14 

 株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

  

事業年度中の変動額合計 －  － － 1,800 △387  △14 1,397 

平成 20 年２月 29 日残高 8,505  7,964 454 33,530 2,041  △142 52,354 

  

  

 評価・換算差額等   

 

項 目 

 

 

 

その他 

有価証券 

評価差額金 

 

純資産合計 

 

 

 

平成 19 年２月 28 日残高 774 51,731  

事業年度中の変動額   

 別 途 積 立 金 の 積 立  －  

 剰 余 金 の 配 当  △249  

 当 期 純 利 益  1,662  

 自 己 株 式 の 取 得  △14  

 株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

△492 △492
 

事業年度中の変動額合計 △492 905  

平成 20 年２月 29 日残高 281 52,636  

(注) 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて記載表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



貸借対照表及び損益計算書に対する注記 
 

１．重要な会計方針 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

関係会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券  

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

  

② たな卸資産  

商 品（店    舗） 売価還元法による原価法 

        （流通センター） 最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

 

(2)固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定率法。なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取

得の建物（建物附属設備を除く）については定額法によっております。

 （会計処理の変更） 

当事業年度から、法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法

律 平成 19 年３月 30 日 法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成 19 年３月 30 日 政令第 83 号））に伴い、平成 19

年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。 

 この結果、従来の方法に比べて営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益が 38 百万円減少しております。 

  

② 無形固定資産 定額法。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

 

(3)引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 

  

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間に応じた支給見込額に

基づき計上しております。 

  

③ 役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

  

④ ポイント引当金 ポイントカードにより顧客に付与されたポイントの使用に備えるため、

当事業年度末において将来使用されると見込まれる額を計上しており

ます。 

  

⑤ 商品券回収損失引当金 一定期間経過後に収益計上した未回収商品券について、将来の回収時に

発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の損失見込額を計

上しております。 

  

⑥ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込み額に基づき、当事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、その発生年度

の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13 年）による定額法によ

りそれぞれ発生の翌期から費用処理することにしております。 

  

  

  



  

  

(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

  

② 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

（会計処理の変更） 

(1)ポイント引当金 

当社は従来、ポイントカードに付与されるポイントは、値引時に売上高から控除しておりましたが、ポイン

ト慣行の定着に伴い将来に与える影響を無視できなくなっていること及び将来の使用割合を合理的に算定でき

るようになったことから、当事業年度から過去の使用実績に基づき将来使用されると見込まれるポイント金額

をポイント引当金として計上する方法に変更いたしました。 

この結果、従来の方法に比べて当事業年度の売上高は 5 百万円増加し、営業利益及び経常利益も同額増加し

ております。 

また、特別損失は 211 百万円増加し、これらの結果、税引前当期純利益は 206 百万円減少しております。 

(2)商品券 

当社は従来、法人税法に準じて発行後一定期間内の未回収商品券を発行事業年度の売上として計上し、当該

売上に対する原価見積額を売上原価として計上するとともに、一定期間経過後の未回収商品券を営業収入とし

て計上しておりました。「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引

当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 平成 19 年４月 13 日 監査・保証実務委員会報告第

42 号）が公表されたことを契機に商品券に係る発行管理データを整備したことに伴い、当事業年度から発行後

一定期間内の未回収商品券を負債として計上し、一定期間経過後の未回収商品券を営業外収益として計上する

方法に変更いたしました。また、一定期間経過後に営業外収益に計上した未回収商品券は、将来の回収時に発

生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の損失見込額を商品券回収損失引当金として計上する方法

に変更いたしました。 

この結果、従来の方法に比べて当事業年度の売上高は 23 百万円、売上原価は 19 百万円それぞれ増加し、営

業収入は 41 百万円減少し、営業利益は 37 百万円減少するとともに、営業外収益は 19 百万円、営業外費用は 3

百万円それぞれ増加し、経常利益は 21 百万円減少しました。 

また、過年度の未回収商品券の認識に係る損失 321 百万円及び商品券回収損失引当金 14 百万円を特別損失に

計上した結果、税引前当期純利益は 357 百万円減少しております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1)担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

 建 物 906 百万円  

 土 地 2,250 百万円  

  計 3,157 百万円  

 

② 担保に係る債務 

 短期借入金 2,450 百万円  

 １年内返済予定の長期借入金 660 百万円  

 長期借入金 4,974 百万円  

   計 8,084 百万円  

   

(2)有形固定資産の減価償却累計額 29,933 百万円  

 

(3)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短期債権 48 百万円  

 短期債務 882 百万円  

 

３．損益計算書に関する注記   

関係会社との取引高   

       営業取引   

     売上高 319 百万円  

     営業収入 140 百万円  

仕入高 11,109 百万円  



     営業費用 363 百万円  

    営業取引以外の取引高     16 百万円  

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

   当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

    普通株式           116,382 株 

 

 

５．税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

    繰延税金資産   

 賞与引当金 283 百万円  

 未払事業税 61 百万円  

 未払事業所税 25 百万円  

 貸倒引当金 56 百万円  

 投資有価証券評価損 81 百万円  

 退職給付引当金 483 百万円  

 減損損失 1,256 百万円  

 ポイント引当金 83 百万円  

 商品券 182 百万円  

 その他 82 百万円  

 繰延税金資産小計 2,597 百万円  

 評価性引当金 △1,251 百万円  

 繰延税金資産合計 1,345 百万円  

  

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 191 百万円  

 繰延税金負債合計 191 百万円  

繰延税金資産の純額 1,154 百万円  

 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファィナンス･リース取引 

 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

  百万円 百万円 百万円

 器具及び備品 422 232 190 

      (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 93 百万円  

 １ 年 超 97 百万円  

   計 190 百万円  

 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 支 払 リ ー ス 料 92 百万円  

 減 価 償 却 費 相 当 額 92 百万円  

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

７．関連当事者との取引に関する注記 

役員及び個人主要株主等 

 関係内容 

 

属性 会社等

の名称 

住所 資 本 金

又 は

出 資 金
(百万円)

事 業 の

内 容 又

は 職 業

議 決 権

等 の 所

有（被所

有）割合
(％) 

役 員 の

兼 任 等
(名) 

事 業 上

の 関 係

取 引 の

内 容 

取 引 

金 額 
(百万円) 

科 目 期 末

残 高
(百万円)

 
役 員 及

び そ の

近 親 者 

清 川 

剛 久 

(注 1) 

－ － 

サ ン 商

事 ( 有 )

代 表 取

締 役 社

長 

なし － － 

関 係 会

社 株 式

の購入 

(注 5) 

624  － － 

 サ ン 商

事(有) 

(注 2) 

鹿 児 島

県 鹿 児

島市 

3 保 険 業 なし なし なし 

関 係 会

社 株 式

の購入 

(注 5) 

245  － － 

 商 品 の

仕入 

(注 6) 

219  － － 

 

( 有 ) ト

ラ イ ハ

イ テ ク

フ ァ ー

ム 

(注 3) 

鹿 児 島

県 川 辺

郡 川 辺

町 

3 

も や し

の 製 造

業 

なし なし 

同 社 商

品 の 仕

入 
土地・建

物 の 賃  

貸(注 8) 

2  － － 

 商 品 の

販 売 

(注 7) 

1,089  － － 

 商 品 の

仕  入 

(注 6) 

4,129  － － 

 土地・建

物 の 賃  

貸(注 8) 

56  － － 

 テ ナ ン

ト 共 益

費 の 受

取(注 9) 

1  － － 

 販 売 指

導 料 等

の 支 払 

(注 10) 

 77  － － 

 事 務 代

行 手 数

料 の 受

取 

(注 11) 

7  － － 

 

鹿 児 島

酒 類 食

品(株) 

(注 3) 

鹿 児 島

県 鹿 児

島 市 
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酒 類 卸

売 販 売

業 

なし なし 

同 社 商

品 の 仕

入 

販 売 デ

ー タ 使

用 料 の

支   払 

(注 12) 

3  － － 

 商 品 の

販 売 

(注 7) 

382  売掛金 2 

買掛金 371 
 

商 品 の

仕   入 

(注 6) 

1,431  

未収 

入金 
2 

 土地・建

物 の 賃  

貸(注 8) 

25  － － 

 テ ナ ン

ト 共 益

費 の 受

取(注 9) 

0  － － 

 販 売 指

導 料 等

の 支 払 

(注 10) 

 25  未払金 9 

 

役 員 及

び そ の

近 親 者

が 議 決

権 の 過

半 数 を

所 有 し

て い る

会 社 

清 和 イ

ン タ ー

ナ シ ョ

ナ ル

(株) 

(注 3) 

鹿 児 島

県 鹿 児

島市 

6 

も や し

の 製 造

業 及 び

酒 類 卸

売 販 売

業 

(被所有)

直接 

1.49 
なし 

同 社 商

品 の 仕

入 

事 務 代

行 手 数

料 の 受

取 

(注 11) 

2  － － 



 

 関係内容 

 

属性 会社等

の名称 

住所 資 本 金

又 は

出 資 金
(百万円)

事 業 の

内 容 又

は 職 業

議 決 権

等 の 所

有（被所

有）割合
(％) 

役 員 の

兼 任 等
(名) 

事 業 上

の 関 係

取 引 の

内 容 

取 引 

金 額 
(百万円) 

科 目 期 末

残 高
(百万円)

 

      

販 売 デ

ー タ 使

用 料 の

支   払 

(注 12) 

1  － － 

土地の

賃  貸 

(注 8) 
3  － － 

 

役 員 及

び そ の

近 親 者

が 議 決

権 の 過

半 数 を

所 有 し

て い る

会 社 

太 陽 産

業 ジ ャ

パ ン

(有) 

(注 4) 

鹿 児 島 

県 鹿 児 

島 市 

6 
不 動 産

賃 貸 業

(被所有)

直接 

16.97 
なし 

不 動 産

の 賃 貸

借 土地の

賃  借 

(注 13) 
13  － － 

関連当事者の取引中、取引金額には消費税は含んでおりませんが、課税取引に係る科目の期末残高には消費

税が含まれます。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注  1 ) 代表取締役社長清川和彦の弟であります。 

 (注  2 ) 清川剛久氏が所有している会社であります。 

 

(注  3 ) 代表取締役社長清川和彦の近親者が 100％所有している会社が同社議決権の過半数を所有してい

ます。（有）トライハイテクファーム、鹿児島酒類食品（株）他１社は、平成 19 年 11 月 30 日

付で合併し、清和インターナショナル（株）となりました。よって、（有）トライハイテクファ

ーム及び鹿児島酒類食品（株）の取引金額は、合併前の実績を記載しております。 

 (注  4 ) 代表取締役社長清川和彦及びその近親者が所有している会社であります。 

 (注  5 ) 購入価格は、関係会社の純資産を踏まえ、価格交渉の上決定しております。 

 (注  6 ) 商品の仕入については、類似商品の市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しています。

 (注 7 ) 商品の販売については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しています。 

 
(注  8 ) 土地･建物の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて、定期的に交渉の上賃貸料金額を決定

しています。 

 (注  9 ) テナント共益費の受取については、一般取引条件と同様に決定しています。 

 (注 10) 販売指導料等の支払については、提示された金額を基礎として毎期交渉の上、決定しています。

 (注 11) 事務代行料の受取については、代行業務の内容を勘案して毎期交渉の上、決定しています。 

 
(注 12) 販売データ使用料の支払については、提示された金額を基礎として毎期交渉の上、決定していま

す。 

 
(注 13) 土地の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて、定期的に交渉の上賃貸料金額を決定してい

ます。 

   

 

８．1株当たり情報に関する注記 

(1)1 株当たり純資産額 1,900 円 05 銭  

  

(2)1 株当たり当期純利益 59 円 98 銭  

 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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